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はじめに

　今日，「国際化」という言葉はマスメディアをはじめ様々な場において多くの人々によっ

て語られ，現代社会を解読するうえでのキイワードとなっているといっても過言ではない。

もっとも，その意味するところは，必ずしもはっきりしておらず，多様な内容をもって用

いられているが，今日の「国際化」のひとつの特徴は従来，経済・政治・外交等の領域に

おける国家的レベルでの現象として捉えられてきたものが，地域レベル，さらには市民レ

ベルへと拡大し，浸透しているところにあるといえる。そして，それにともなう「国際化」

の質的変化に対する認識の重要性が指摘されている。たとえぽ，アルジャー（Alger，　C．　E）

は地域と世界との関係性を認識することの重要性を次のように述べている。「地域の国際化

とはもうすでに起こっており，取り組むべき課題は地域と世界との関係が深まっているの

だという事実を認識する能力を身につけ，そうした関係が生み出す問題に適切に取り組み，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　う
その機会を生かすことができるようになること」である。また，「内なる国際化」という視

点は「国際化」を単に，国際化社会・時代にいかに対応するかという対外的問題としてで

はなく，国内問題として，また地域に根ざす固有の事象として捉え直すことの必要性を問
　　　　ウ
いかける。

　このような文脈のなかで「国際化」を考えるとき，地方自治体を媒介とする「国際化」

の重要性がクローズアップされてくるのである。国家と比較して，市民への身近さや，多

様性に富んだ国際交流の可能性という点に，「国際化」の担い手としての地方自治体の特有

　　　　　　　　　　　　　　ヨラ
の重要性を見いだすことができる。

　本稿は地域の国際化において，今後重要な役割を果たすと考えられる地方自治体の国際

交流について，姉妹都市提携を事例として取り上げ，その実態と内在する問題を検討する
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ものである。

1．　海外姉妹都市提携の概要

　近年，全国各地の地方自治体における国際化にむけての取り組みには目をみはるものが
　の
ある。そのなかで重要な位置を占めているのが，海外姉妹都市提携である。表1は全国の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　らユ
自治体の姉妹都市提携の現況を示している。1988年11月現在，全国の自治体の13．7％に

あたる444自治体が669件の提携を行っている。提携を結んでいる自治体の割合からみる

と，提携g）中心は都道府県および市レベルである。都道府県では7割強にあたる34の自治

体が，市では全国の過半数に近い272市が海外の姉妹都市をもっている。町・村において

は，例外的に提携が行われているにすぎないが，町が行っている提携件数は市についで多

く，120件を数える。

表1　自治体の姉妹都市提携の現況

自治体数 提携件数
都道府県

@市
ﾁ別区

@町
@村

34（72．3％）

Q72（41．5）

@8（34．8）

P20（6．0）

P0（1．7）

64

S58

@9
P28

P0

計 444（13．7） 669

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2割程度ということになる。

うに評価するかは見解の別れるところであろうが，次に述べるように現実には特定の国に

集中した形で姉妹提携が行われているのが実情である。

　全体で669件ある姉妹提携のうち，アメリカの都市との提携は他と比較して群を抜いて

多く221件，全体件数の33．0％に達している（表2参照）。次いで提携件数が多いのは中

国で，113件を数え，全体の16．9％を占めている，アメリカと中国だけで全体の約5割を

占めており，今日のわが国の姉妹都市提携における「二大大国」の様相を示している。こ

の両国に，ブラジル（52件，7．8％），オーストラリア（35件，5．2％）が続き，これら5か

国の都市との提携件数は総件数の7割近くにもなり，姉妹都市提携によっておこなわれて

いる自治体の国際交流が，きわめて限定された国に集中していると指摘することができる。

　提携状況を地域別に検討してみると，提携件数の最も多いのがアメリカとカナダを合わ

せた北米で257件を数え，全体の38．4％を占めている。アジアがこれに続き，164件，24．

5％となっている。提携都市は8か国に及んでいるが，このうち対中国が圧倒的に多く，ア

ジア全体の7割近く占め，これに対韓国の26件を加えると，アジア諸国における姉妹都市
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　＊（　）内は全国比率。

　出典：国際親善都市連盟『日本の国際姉妹都市

　　　一一覧　1988』（1988年）

流の対象としている国は全体からすれぽ，

　では，このような姉妹提携がどのような国

ならびに地域の都市を相手として行われてい

るのであろうか。表2は提携相手都市の国お

よび地域分布を示したものである。これによ

ると，444日掛体が40か国の都市と姉妹提携

を締結していることになる。今日，国連加盟

国が159か国（1986年末現在）であることか

らすれぽ，現在，日本の地方自治体が国際交

　　　　　　　　　　　　この数字をどのよ



提携のうち，約85％がこの両国の

都市との提携となっている。中国，

韓国以外では対フィリピンの15

件が最も多く，他はいずれも3件

以下となっている。

　西ヨーロッパ諸国との姉妹都市

提携は13か国，102件で，全体件

数の15．2％である。このうち提携

件数が10件を超える国は，フラン

ス（22件），西ドイツ（20件），オ

ーストリア（16件），イタリア（14

件）で，他は5件以下となってい

る。特定の国に集中せず，比較的

多くの国との姉妹都市提携がみら

れるのが，対西ヨーロッパの特徴

である。

　中南米地域との提携は66件，全

体件数の9．9％であるが，そのほ

とんどが対ブラジル（52件）であ

る。他はメキシコ（7件），コスタ

リカ（3件），パラグアイ（2

件），パナマ，チリがいずれも1件

となっており，ブラジル集中が中

南米地域の特徴である。

　同様の特徴は東ヨーロッパにお

いてもみられる。提携件数は27件

と非常に少ないうえ，ソ連との提

携に集中している。対ソ連以外で

は，ユーゴスラビア3件，東ドイ

ツ，ブルガリア，ポーランド，ル

ーマニアとの1件を数えるにすぎ

ない。

　太洋州との提携は48件あり，こ

のうちオーストラリアの都市との
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　　　表2　提携都市の国ならびに地域分布

地　域 国 提携件数 構成比

アジア 8か国 164件 24．5％

中　　　国 113 　　｝P6．9

韓　　　国 26 3．9

フィリピン 15 2．2

スリランカ 3 0．4

台　　　湾 3 0．4

インドネシア 2 0．3

ベトナム 1 0．2

インド 1 0．2

北米 2か国 257 38．4　　一

アメリカ 221 33．0

カナダ 36 5．4

中南米 6か国 66 9．9

ブラジル 52 7．8

メキシコ 7 1．0

コスタリカ 3 0．4

パラグアイ 2 0．3

パナマ 1 0．2

チリ 1 0．2　一

西ヨーロッパ 13か国 102 15．2

フランス 22 3．3

西ドイツ 20 3．0

ナーストリア ユ6 2．4

イタリア 14 2．1

オランダ 5 0．7

ギリシャ 5 0．7

スイス 5 0．7

ベルギー 4 0．6

ポルトガル 3 0．4

イギリス 2 0．3

スウェーデン 2 0．3

スペイン 2 0．3

ノルウェー 2 0．3

東ヨー・ツパ 6か日 27 4．0

ソ　　　　連 20 3．0

ユーゴスうどア 3 0．4

東ドイツ 1 0．2

ブルガリア 1 0．2

ポーランド 1 0．2

ルーマニア
1 0．2

中近東 2か国 5 0．7

トルコ 4 0．6

イスラエル 1 0．2

太洋州 3か国 48 7．2

オーストラリア 35 5．2

ニュージーランド 12 1．8

マーシャル諸島共和国 1 0．2

40か国 669件

国際親善都市連盟（1988年）より作成
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提携が35を数えておりこれはアメリカ，中国，ブラジル，カナダに次ぐ件数である。

　中近東においては，対トルコの4件，対イスラエルの1件が報告されているのみで，ほ

とんど皆無に等しいのが現状である。また，アフリカ諸国との提携はゼロである。姉妹都

市提携にみる限り，中近東やアフリカといった地域は現在の日本の自治体の国際交流の視

野にはほとんど入っていないのが実情である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表3は，アメリカの都市との提携を
　　表3　提携都市の州別分布（アメリカの場合）

1一り 名　i件数

カリフォルニア　　　64

ワシントン　　　　　22

ミシガン　　　　　　　20

オレゴン　　　　　　　12

ハ　ワ　イ　　　　　　　9

テキサス　　　　　　　8

ジョージア　　　　　　7

ミズーリ　　　　　　　7

アラスカ　　　　　　　6

マサチューセッツ　　6

フロリダ　　　　　　　5

インディアナ　　　　　4

オハイオ　　　　　　　4

コPラド　　　　　　　3

アイダホ　　　　　　　3

イリノイ　　　　　　　3

ニュージャージー　　　3

ニューヨーク　　　　　3

ペンシルバニア　　　3

アラバマ　　　　　　　2

一1タ 名　i件数

アーカンソー　　　　　2

アイオワ　　　　　　　2

メリーランド　　　　2

ミネソタ　　　　　　　2

オクラホマ　　　　　　2

テネシー　　　　　　　2

バージニア　　　　　　2

ウィスコンシン　　　2

アリゾナ　　　　　　　1

コネチカット　　　　　1

カンサス　　　　　　　1

メ　イ　ン　　　　　　　1

モンタナ　　　　　　　　1

不フフスカ　　　　　　1

ニューハンプシャー　　　1

ニューメキシコ　　　1

ロードアイランド　　1

ユ　タ　　　　　　　　1

バーモント　　　　　　1

39州 1　221
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州別に示したものである。これによる

と，カリフォルニア州の都市との提携

が最も多く，64件となっている。次い

でワシント州の22件，ミシガン州の

20件で，この3州だけでアメリカの都

市との提携件数の半数近くを占めてい

る。一方，半数以上の州は，提携件数

が1件ないし2件となっており，アメ

リカ相手の姉妹提携においても，一部

の地域に偏重していることがわかる。

　表4は，姉妹都市提携の歴史的推移

を示しており，時間的経過のなかで提

携がどのように展開されてぎたかを表

している。1955年に長崎がアメリカの

セントポール市（ミネソタ州）とわが

国最初の姉妹都市提携を結んで以来，

今日に至まで30余年を経過しているが，それぞれの時代において独自の特徴を見いだすこ

とができる。

　姉妹都市提携の草創期ともいえる1950年代は，アメリカ相手の提携がほとんどである。

この時期の提携総件数は28件であるが，うち22件が対アメリカである。残り6件は，西

ドイツ，フランス，オーストリア相手の提携である。このように，わが国の自治体におけ

る国際交流は欧米，なかんずくアメリカを相手としてスタートしたのであり，この点にお

いて国の外交政策と軌を一にしたものであることがわかる。

　1960年代に入ると，アメリカ中心の提携パターンは不変であるが，欧米以外の地域との

提携がおこなわれるようになる。

　アメリカ相手の提携はこの時期に飛躍的に増大し，74件となり，60年代の提携件数全体

の過半数を占めている。また，西ヨーロッパ諸国との提携も進み，50年代には3か国，6

件であったのが，9か国，20件と増加している。こうした欧米諸国相手の提携が増えると
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表4　姉妹都市提携の歴史的推移

地域　　年代 1955－1959 1960－1969 1970－1979 1980－1988

ア　ジ　ア フィリピン　　　　4 中国　　　　　14 中国　　　　　　99
韓国　　　　　　1 韓国　　　　　11 韓国　　　　　　14
スリランカ　　　　1 フィリピン　　　　7 フィリピン　　　　4

ベトナム　　　　　1 台湾　　　　　　1 スリランカ　　　　2

インド　　　　　　1 台湾　　　　　　2

インドネシア　　　2

小計 0 8 33 123

北　　　米 アメリカ　　　　22 アメリカ　　　　74 アメリカ　　　　46 アメリカ　　　　79

カナダ　　　　　　6 カナダ　　　　　　7 カナダ　　　　　　23

小計 22 80 53 102

中南米 ブラジル　　　　　7 ブラジル　　　　26 ブラジル　　　　　19

コスタリカ　　　　1 メキシコ　　　　　6 メキシコ　　　　　　1

チリ　　　　　　　　1 パラグアイ　　　　2 コスタリカ　　　　1

パナマ　　　　　　　1

コスタリカ　　　　1

小計 0 9 36 21

西ヨーロッパ 西ドイツ　　　　　3 オーストリア　　　5 フランス　　　　　　7 フランス　　　　　10

フランス　　　　　2 西ドイツ　　　　　4 西ドイツ　　　　　5 西ドイツ　　　　　8

オーストリア　　　1 イタリア　　　　　3 イタリア　　　　　5 オーストリア　　　7

フランス　　　　　3 オーストリア　　　3 イタリア　　　　　6

スイス　　　　　　　1 オランダ　　　　　3 ギリシャ　　　　　5

オランダ　　　　　1 スイス　　　　　　3 イギリス　　　　　2

スウェーデン　　　1 ノルウェー　　　　2 スイス　　　　　　　1

ポルトガル　　　　　　1 ポルトガル　　　　2 オランダ　　　　　1

ベルギー　　　　　1 ベルギー　　　　　2 スウェーデン　　　1

スペイン　　　　　1 ベルギー　　　　　1

スペイン　　　　　1

小計 6 20 33 43

東ヨーロッパ ソ　連　　　　　7 ソ　連　　　　　12 ソ　連　　　　　1

東ドイツ　　　　1 ユーゴスラビア　　2
ブルガリア　　　　1

ユーゴスラビア　　1

ポーランド　　　　1

ルーマニア　　　　1

小計 0 7 17 3

中近東 トルコ　　　　　　　1 トルコ　　　　　　2 トルコ　　　　　　　1

イスラエル　　　　1

小計 0 1 3 1

太洋州 オーストラリア　　3 オーストラリア　　8 ナーストラリア　24

ニュージーランド　2 ニュージーランド10
マーシャル諸島共和国　1

小計 0 3 10 35

総　　　計 4か国　　　28件 22か国　　　128件 31か国　　　185件 28か国　　　328件

　国際親善都市連盟（1988年）より作成

同時に他の地域における提携も開始されるのが60年代の特徴である。すなわち，アジアで

は韓国，フィリピン，スリランカ，ベトナム，インド，中南米では，ブラジル，コスタリ

カ，チリ，東ヨーロッパでは，1956年に国交が回復したソ連と，そして中近東ではトル

コ，太洋州ではオーストラリアの都市との提携が見いだされる。こうして，アメリカー辺

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i99
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倒であった姉妹都市提携が，60年代において他の地域へ拡大する傾向を示すようになった

といえよう。

　このような傾向は1970年代に入り，一段目強くなる。提携相手は60年代の22か国から

31か国へとさらに拡大し，提携件数も185件と増大してくる。とくに，アジアと中南米地

域における提携の増加はめざましいものがある。60年代では提携件数が8件にすぎなかっ

たアジアでは33件へと拡大し，中南米では9件から36件へと増大している。これらの地

域に対して，北米，とくにアメリカでは提携件数が減少するという事態が生じ，北米全体

として，60年代の80件から53件へ減少している。西ヨーロッパでは，件数において若干

の増加がみられる程度である。欧米に集中した形でおこなわれてきた姉妹都市提携が，70

年代に至ってアジア，中南米へと広がり，これら地域の負る比重も次第に大きくなってき

たわけである。

　国別の提携状況をみると，対アメリカの件数が60年代に比べ減少したものの，依然とし

て最も多く，46件となっている。ブラジルがこれに続き，60年代の7件から26件へと増

大している。この他で目立った動きは，対ソ連との提携が12件に増加し，また1972年に

国交が回復した中国との提携がこの時期にすでに14件結ぼれている。

　欧米偏重の提携パターンがくずれ，アジア・中南米へと地域的な広がりがみられるよう

になり，提携の相手国が多様化したのが70年代の姉妹都市提携の特徴であるといえよう。

　1980年代に入ると，わが国の姉妹都市提携はいわゆる「国際化」の潮流にのり，一気に

加速され，提携件数は1988年11月現在で328件に達している。そして，70年代とは様相

を異にする諸変化がおこりつつある。提携相手国に関しては，中国との提携件数が70年代

の14件から99件へと爆発的に増大し，アメリカを抜き最も多くなっている。姉妹都市提

携における「中国ブーム」が現出したことを物語っている。対アメリカとの提携も79件を

数え，70年代の減少傾向から再び増大傾向に転じている。この両国の都市との提携件数は

全体の過半数を占めており，中国，アメリカを中心とした姉妹提携が進行しているのが80

年代の大きな特徴である。

　地域的にみても，アジアが123件，北米が102件と他地域を圧倒したパターンとなって

いる。他の地域では，西ヨーロッパとの提携が着実に増加しているのをはじめ，太洋州（オ

ーストラリアとニュージーランド）の急激な増加が注目されるところである。これらの地

域に対して，中南米，東ヨーロッパ，中近東の地域においては，70年代を下回る提携件数

となっている。東ヨーロッパでは，ソ連との提携はわずか1件に留まり，中南米では，ブ

ラジルへ集中する傾向が顕著にみられる。中近東ではトルコとの1件が報告されているの

みで，アフリカとの提携は依然ゼロである。

　今日の姉妹都市提携の状況は，アジアなかんずく中国と，北米なかんずくアメリカに集

中し，他の地域との提携は西ヨーロッパ，太洋州を除けばますます減少する傾向を呈して
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いる。このことは提携件数が急増しているにもかかわらず，提携相手国の数が70年代に比

べ減少していることからもうらづけられる。アジア地域においても中国を除けば，提携件

数においても，相手国の数においても70年代とほぼ同程度のまま変化していないのが実情

である。中国，アメリカという特定の国に集中しつつ提携件数が増大しているのが80年代

の特徴であるといえよう。

II．　海外姉妹都市交流の実態と問題

　海外の都市との姉妹提携を軸とした地域間の「国際交流」が，今日加速度的に拡大して

いることは，以上の統計的分析から明らかである。では，こうした姉妹都市交流はいかな

る内容をもち，どのような問題を内在しながら展開されているのであろうか。以下，筆者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ナ
が参加する共同研究において実施した質問紙調査「海外姉妹都市交流に関する調査」の結

果を手掛かりとして，姉妹都市交流の実態と問題について検討していくことにする。

　1．姉妹都市提携における自治体行政

　（1＞姉妹都市交流の運営・推進体制

　地方自治体が姉妹都市提携をはじめとする国際交流を展開するためには，組織的にもそ

れに備える体制の整備が必要であることは言うまでもない。では，実際にどのような体制

のなかで交流が進められているのであろうか。

　表5は，姉妹都市交流を担当する専門の部局（課・係）　　表5　姉妹都市交流の担当部局

が庁内にあるかどうかを示したものである。この表から明

らかなように，調査に回答したほとんどの自治体において

は，交流を担当する専管所属を設置していないのが現状で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）回答自治体数317。

ある。姉妹都市提携が所管している所属の配置されている　　　　「無記入」回答を除く。

部局としては，総務部（課）・企画部（課）・市長公室等が比較的多くみられる。専管する

所属を設置している場合では，国際交流課（室・係）等の名称で，総務部や企画部の中に

設けられているところが多い。

　では，実際に交流に関する職務を遂行する職員の　表6姉妹都市交流を担当する専任職員数

状況はどうであろうか。表6は，姉妹都市交流に関

する職務を担当する専任職員数を示している。半数

近くの自治体では専任職員がおかれていない（「無記

入」回答を除く）。他の職務と兼任しながら交流の仕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）回答自治体数317。
事に携わっているわけである。また・専任職員が配　　　「無記入、回答を除く。

属されている自治体においても多くの場合，職員数

担当部局 自治体数
専門部局

ｼ部局

23

Q56

専任職員数 自治体数 構成比（％）

　　0人

P－3人

S－6人
V人以上

107

X6

R3

@8

43．9

R9．4

P3．5

R．3
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は1－3人の少人数となっている。

　こうした調査結果をみる限り，多くの自治体においては，国際交流を推進するための行

政組織や人事面での体制が，充分には整っているとは言いがたいのが実情のようである。

既存の部署においては処理しきれない課題に取り組み，国際交流推進の中心的役割を果た

す専門組織の確立と，こうした職務を専門的に遂行する職員の育成は，国際交流の展開を

期する自治体にとって急務の課題であると考えられる。

表7　姉妹都市交流推進団体・組織

自治体数

庁外に特別の団体・組織がある

s道府県庁・市役所・町村役場が直接推進する

ﾁ別の推進団体・組織はない

146

P46

R4

（注）回答自治体数317。複数回答可。

　さらに，自治体の国際交流を推

進するうえで，民間の交流組織の

存在も重要である。表7は，姉妹

都市交流を推進する特定の団体や

組織が存在するかどうかを示して

いる。ほとんどの自治体では姉妹都市交流を全般的に運営する受け皿を庁外ないしは行政

内部に持っている。庁外に設置される推進団体は例えば，姉妹都市協会，都市交流協会，

姉妹都市委員会，都市親善委員会等の名称で呼ばれている。庁外の組織とはいえ，こうし

た推進団体は，多くの場合自治体から財政的な補助をうけており，単なる行政の「出先機

関」としての機能を果たすにすぎないとも考えられるが，同時に民間主導の交流を実現す

るうえで重要な役割を果たす可能性があることも事実である。ある自治体では，各種団体

（議会，商工会議所，ロータリー・ライオンズクラブ，労働組合，学校関係者，教育委員

会等）の代表者や企業をはじめとした法人，そして一般住民からのボライティアで構成さ

れる姉妹都市協会が，交流にむけての各種の事業に主体的に取り組んでいる。行政とタイ

アップしたこのような推進組織の存在は，姉妹都市交流を一般住民レベルまで浸透させる

うえで今後その重要度を増すものと考えられる。

　（2）広報活動

　姉妹都市提携ならびに提携を通しての交流を実のあるものにするためには，当然自治体

住民の提携に対する理解や様々な交流活動への参加を必要とする。このような住民の理解

や参加を促すためのひとつの重要な方策が広報活動である。そこで，各自治体に姉妹都市

交流または国際交流に関してどのような広報活動をおこなっているかを尋ねてみた。自由

記述による回答結果を分類し，まとめたのが表8である。

　広報施策として最も多くとられているのは，自治体広報紙に姉妹都市や国際交流に関す

る記事を掲載することである。この場合，毎回継続的に掲載するのではなく，提携行事や

交流活動がおこなわれる際，その都度利用する自治体が多いようである。一般的に，自治

体が発行しているこのような広報紙は，自治体の全般的分野に関する広報を目的としてい

るため，利用できるペースが限られるのであろう。
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表8　姉妹都市交流に関する広報活動

広　　　報　　　活　　　動 自治体数

特になし 65

自治体の広報紙を利用 114

会報の発行 105

（不定期のパンフレット類の発行も含む）

その他 31

無記入 56

　（注）「特になし」「無記入」回答を除いた自治体数196。

　　複数回答可。

「心の国際交流」と題して，市長とボランティア・メンバーとの対談を掲載している。次

に在日アフリカ人による，在日滞在経験に関するエッセイが紹介されている。このあと，

国際交流のあゆみと題して，最近の行事を年表風に示し，その主なものをカラー写真で紹

介している。次に，姉妹都市訪問記や手記が掲載され，最後に，国際交流に関する出版物

等の案内が掲載されている。

　広報紙や会報のような印刷物による情報の提供のほかにも様々な形態による広報活動が

おこなわれている。姉妹都市コーナーや国際交流コーナー等の設置はそのひとつである。

庁舎ロビーや図書館・公民館というような一般住民の目にふれる機会が多いと思われる場

所を利用しているところが多い。このほかでは提携都市を紹介するビデオの貸出や，自治

体の文化祭における姉妹都市紹介等，様々な工夫をこらした広報活動がおこなわれている。

　一方，姉妹都市交流や国際交流に関して，とくに広報活動をおこなっていないと回答し

た自治体もかなりある。また，無記入回答も同程度みうけられる。もちろん，無記入回答

の場合は必ずしも広報活動がおこなわれていないとは即断できないが，とくに目立った広

報施策はおこなわれていないと推測することもできる。住宅や福祉，教育等と同様，住民

にとって身近な問題として，姉妹都市交流がうけとめられるためには，住民の意識や関心

を高めることを目的とした広報活動のあり方が真剣に検討されなけれぽならないであろう。

こうした広報活動への取り組みの欠如は，自治体の国際化に関して無視しえない問題であ

るといえよう。

　姉妹都市や国際交流に関する情報を

定期的に提供する「会報」や「ニュー

ズ・レター」を発行している自治体も

かなりみられる。年3回ないし4回発

行されるケースが多いようであるが，

その時々のニュース等をおもな内容と

している。ある自治体の「協会報」の

内容を示すと，16頁の会報の冒頭で

　（3）国際交流関連団体

　自治体における国際交流を考える場合，行政以外に国際交流活動に取り組む民間の諸団

体の存在を無視することはできない。そこで行政が中心におこなっている姉妹都市交流と

は別に，独自の国際交流に取り組んでいる団体の状況について尋ねてみた。その結果は表

9に示す通りである。ロータリークラブ・ライオンズクラブ，外国との友好協会（具体的

には日中協会をはじめ，他の多くの諸外国との友好協会が列挙されている），小・中・高校

が上位を占めている。類型化が困難なため，「その他」の回答が多くなっているが，主なも
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のを挙げると，ユネスコ協会・ナイスカ（産

業・精神・文化の発展高揚をめざす国際組

織）等の国際機関，宗教団体，マスコミ，

スポーツチーム，病院，ボーイ（ガール）

スカウト，専門学校，合唱団，動物園等と

なっている。ただし，調査の回答者が姉妹

都市提携を担当する行政当局者であること

を考えると，この回答結果が自治体におけ

る民間の国際交流団体の実態を必ずしも正

確に示しているとは限らず，むしろ，

表9　国際交流団体

団　　　体　　　名 自治体数

ロータリークラブ・ライオンズクラブ 76

外国との友好協会 63

小・中・高校 55

青年・商工会議所 24

大　　学 23

財団法人の交流団体 11

その他 69

特になし 49

無記入 80

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）回答自治体数317。複数回答可。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　行政当局が当該自治体の国際交流団体の存在をどの

ように把握しているのかを示したものとみなす方がより正確であると思われる。この意味

からして，民間の交流団体の存在を充分に掌握していないと解釈できる「無記入」や「特

になし」回答の多さ（全回答数の40．7％）を見落とすことはできない。

　2．姉妹都市提携における国際交流

　ここではとくに日米間の姉妹都市交流に関して，

調査結果に基づき検討を加えることにする。

交流状況や問題点，課題等について，

　（1）交流活動

　姉妹提携が結ぼれている都市の間で，具体的にはどのような交流活動がおこなわれてい

るのであろうか。調査では，各姉妹都市との交流活動について過去10年間の活動に限定し

てその内容を尋ねてみた。

　　　　　　　　　　　　　　表10　日米間の姉妹都市交流活動

交　　流　　内　　容 日本の都市から米国へ 米国の都市から日本へ 計

親善訪問 113 97 210

表敬訪問 64 76 140

児童・生徒の派遣 73 52 125

各種団体・個人による訪問 34 39 73

芸術・文化交流 29 32 61

教師の派遣 20 28 48

留学生の派遣 28 12 40

スポーツ交流 15 22 37

議員団の訪問 20 11 31

児童・生徒による作品交換 12 9 21

その他 29 24 53

　　（注）回答自治体数152。提携件数156件。

　表10がその結果をまとめたものである。都市間の交流であるので，「日本から米国への」

交流と「米国から日本への」交流がおこなわれるわけであるが，両者の交流状況について
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はきわだった大差はみられない。あえて言うならぽ，「親善訪問」「児童・生徒の派遣」「留

学生の派遣」「議員団の訪問」といった内容が「日本から米国への」場合の方が「米国から

日本への」場合よりも，頻繁にみられ，逆に「表敬訪問」「教師の派遣」「スポーツ交流」

では，「米国から日本への」場合の方が，より頻繁におこなわれている。しかし，全般的に

みれぽ，交流内容・交流件数とも同じような傾向を示しており，活動が一方向的におこな

われているのではなく，文字通り双方による交流活動がおこなわれていることを示してい

る。

　交流状況をみると，「親善訪問」による交流が最も頻繁におこなわれている。内容的には

多種多様な事例があるが，文字通り姉妹都市ならびに両市民の友好・親善を目的として，

記念式典や諸行事，郷土の祭り，様々なフェスティバルへの参加，そして観光というのが

「親善訪問」に共通したパターンのようである。こうした親善訪問団は姉妹都市提携推進

組織・行政当局者・各種団体・市民等，多様な分野・方面からの代表者によって構成され

ている場合が多いが，一般市民の参加については広く参加者希望をつのるというよりも，

ボランティア活動に積極的に取りくんでいる一部の市民に限られる傾向がある。

　「表敬訪問」も交流活動のなかで大きな比重をしてめいる。姉妹提携の調印式や提携記

念訪問等を主な内容として，市長をはじめ行政当局者，提携推進組織の代表者が相手側の

自治体を公式に訪問するもので，この点からすれば「議員団の訪問」を表敬訪問とみなす

こともできる。

　いずれにしても，交流活動の半数近くが形態的にも内容的にもきわめてフォーマルな性

格をもったこうした諸活動，いわゆる「公式訪問」と呼ばれる「親善訪問」や「表敬訪問」

によってしめられているのが，日米間における姉妹都市交流の実情である。姉妹提携にみ

られる交流内容の画一性はしぼしぽ指摘されるところであるが，それは以上のような「公

式訪問」としての交流活動の比重の大きさに起因するのかも知れない。

　このほかの交流内容では「児童・生徒の派遣」が上位にランクされている。これは夏季

休暇などを利用して小・中・高校生を一定期間，提携相手の都市へ派遣する交流事業であ

る。学校関係者を対象にした同様の交流活動として「教師の派遣」「留学生の派遣」「スポ

ーツ交流」「児童・生徒による作品交換」等があるが，これらの交流状況は表10に示す通

りである。学齢児童・生徒ならびに教員を対象とした以上のような交流内容をここでは「教

育交流」と呼ぶことにする。

　表10から明らかなように，教育交流は交流活動全体のかなりの部分をしめている。そこ

で教育交流としての代表的な事例をいくつか紹介しておくことにする。

　松山市では，姉妹都市交流の最：大の事業として，中学生の海外派遣に積極的に取り組ん

でいる。1982年夏に市内の中学生（2年生）25名を姉妹都市カリフォルニア州サクラメン

ト市に派遣したのを皮切りに毎年おこなわれており，今日に至るまで200名をこえる中学
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生を派遣している（1984年から中国，1985年以降は西ドイツにも派遣）。この中学生派遣

事業は「海外生活体験を通して国際時代に対応した人材を育成する」ことを目的としたも

ので，サクラメント市等でのホームステイを中心に組まれた約3週間のプログラムである。

派遣に際しては，事前の研修会が1週間程度おこなわれるほか，帰国後は報告会が開かれ，

派遣先での生活の感想を中心にまとめられた報告書も刊行されている。松山市ではこの中

学生海外派遣事業を，多大な成果をあげている同市の「国際交流のエース」として評価し，

今後も市の国際交流において重要な位置をしめる交流活動であるととらえている。ただし

これまでのところ，この派遣活動は松山市からサクラメント市への一方向的な：ものとなっ

ており，生徒間の交流という観点からは少々ものたりなさも感じられる。

　ある程度長期にわたる留学生の派遣・交換は，受け入れの点において様々な困難をとも

なうが，姉妹都市間での留学生の交換が制度として確立している自治体も少なくない。

　北海道江別市では「教育，文化経済活動，ホームステイ体験等を通して，両市間の友好

親善と国際交流の進展を図る」ことを目的として，姉妹提携都市のオレゴン州グレシャム

市との間で高校生の留学生交換をおこなっている。1978年以降毎年おこなわれており，

1985年までに，16名の高校生を派遣し，7名の高校生と1名の高校教師を受け入れてい

る。ホームステイをし，相手都市の高校に在学するという形式をとっている。留学期間は

当初，10か月から半年であったが，最近では2か月程度となっている。この他，旭川市，

帯広市，立川市などでも姉妹都市間での高校生を対象とした留学生の交換が継続的に実施

されている。

　教師の派遣・受け入れについては，ほとんどの場合英語教員を対象にしておこなわれて

いるようである。例えば，高松市では1962年以降姉妹提携都市のフロリダ州セントピター

ズバーグ市へほとんど毎年，教員（主として市立高校の英語教員）を派遣している。派遣

された教員は，セントピターズバーグ市内にある私立大学に留学生として1年間在籍する。

一方，セントピターズバーグからは1966年以来毎年1名の教員が派遣され，市立高校の英

語科の非常勤講師として1年間英語教育仁従事する。なお高松市とセソトピターズバーグ

市では，この教師交換プログラムに加えて，最近では夏季休暇を利用した高校生の交流事

業も開始されている。

　児童・生徒を対象としたスポーツ交流も，教育交流の一形態と考えることができる。茨

木市（大阪府）では，1980年にミネソタ州ミネアポリス市と姉妹提携を結んで以来，スポ

ーツ交流を中心とした交流活動を展開している。1982年夏に初めて少年野球チームを受け

入れたのをはじめとして，1983年夏には，少年野球チームを派遣し，以後隔年ごとに受け

入れと派遣をおこなってきた。1986年からはスポーツチームの派遣と受け入れを同時にお

こない，交流活動を一層活発に展開している。

　姉妹都市相互にみられるこのような教育交流と並行して，学校間の交流も姉妹提携を結
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んでいる多くの自治体で盛んにおこなわれている。姉妹提携を結んで生徒や教師の交流を

したり，絵画・作文等の交換をおこなっている。例えば，愛知県の場合，県内23の小・中・

高校が何らかの形でアメリカの学校と交流している。内訳は，小学校9校（姉妹提携2校，

作品交換・文通9校），中学校5校（姉妹提携2校，作品交換・文通3校，生徒相互訪問1

校），高校9校（姉妹提携7校，交換留学3校）となっている。そして，海外の学校と何ら

かの交流をおこなっている県内の学校は75校（小学校42校，中学校15校，高校18校）

に達している。

　このように，多様な内容をもつ教育交流に多くの提　　表II将来計画している交流活動

携都市が積極的に取りくんでいる現状からして今後，

日米間の教育交流がさらに拡大し発展していくことは

充分予測されるところである。表11は，提携都市が近

い将来どのような交流活動を計画しているかを示して

いるが，これによると，「親善訪問」と共に「児童・生

徒の派遣」を計画している自治体が多い。他の教育交

流を計画している所もかなりあり，今後も公式訪問と

並んで，教育交流が姉妹都市交流のなかで重要な位置

をしめることはまちがいないものと思われる。

　姉妹都市交流を時間的経過のなかで考えると，提携

初期の段階においては「表敬訪問」などが交流の主な

交　流　　内　容

児童・生徒の派遣

親善訪問

表敬訪問

各種団体・個人による訪問

教師の派遣

児童・生徒による作品交換

留学生の派遣

スポーツ交流

芸術・文化交流

議員団の訪問

その他

特に計画なし

無記入

件　数

7
6
6
5
7
6
4
4
1
0
8
9
3

2
2
1
1
　
　
　
　
　
　
　
n
乙
1
4
凸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）回答自治体数152。提携件数156。

内容となる。このような公式訪問がくりかえされるうちに，いわぽ当然の成り行きとして

姉妹都市交流ならびに国際交流のビジ・ンが問われてくる。つまり，いかなる目的をもっ

て国際交流をおこなうのかが問われてくるのである。その際に考えられる対応のひとつが，

人的交流を通じて国際理解を進める，換言すれぽ，相互理解を深める人材の育成をはかる

ことを姉妹都市交流の中心にすえることである。ここにおいて，児童・生徒を対象とした

教育交流の必要性や重要性がクローズアップされてくることになる。

　もちろん，現在おこなわれている教育交流が上述の国際交流のビジ・ンにかなっている

かどうかは検討の余地のある問題であり，今後の重要な研究課題ではある。さらに，教育

交流がそれに参加する児童・生徒にいかなる影響をおよぼし，ひいては学校教育そして地

域社会にどのような効果を発揮していくのか，大変興味深い点である。このように考える

と，姉妹都市提携における教育交流の今後の成り行きを注意深くみつめる必要があると思

われるのである。

　ところで，公式訪問や教育交流以外にも多様な交流活動がおこなわれている。たとえぽ，

「芸術・文化交流」と「その他」の主な交流内容として，合唱団・オーケストラ交流，写

真展・美術展の開催，地方新聞・刊行物の交換，図書の寄贈，物産展の開催，日本庭園や
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茶室の建設，民俗資料の交換，ビデオテープ・映画フィルムの交換等々枚挙にいとまがな

い。そして，様々な「団体・個人による訪問」は，交流内容をより多元的なものにしてい

る。たとえば，実業家・経済団体，マスコミ関係者，歯科医師会，通商使節団，宗教関係

者，農業生産者，福祉関係者等々，広範囲にわたる団体・関係者が交流に参加している。

　以上，述べてきたように，日米間の姉妹提携都市においては，公式訪問や教育交流に比

重を置きながらも実にバラエティーに富んだ交流活動がくりひろげられているのである。

　②　交流関連活動

　提携都市間における交流活動に加えて，住民の国際交流への関心・理解を深めるための

活動に積極的に取り組んでいる自治体も少なくない。表12は，国際交流に関連してどのよ

うな活動がおこなわれているかを示しているが，「スピーチ大会」や「語学教室」が最も多

く開催されていることがわかる。最近では中国語によるスピーチ大会や会話教室を設ける

自治体もみうけられるが，ほとんどの場合，英語を対象としたものである。

　在住外国人との交流を目的とした「国際親睦会」をも含めて考えると，国際交流の手段

としての言葉（外国語）を突破口として住民の国際交流の意識を高揚しようとする自治体

の姿勢があらわれているように思われる。

　表12国際交流関連活動　　　　その他の活動として主なものを掲げると，提携都市を熟

蚕　動　内　容

外国語スピーチ大会

語学教室

児童・生徒の作品交換

国際親睦会

芸術活動

物産展

その他

特になし

件数

1
6
4
7
5
4
8
0

2
1
1
　
　
　
　1り
0

層の参加を実現するうえで重要な機能を果していると言えよう。

動と同様の役割を担っていると考えられる。

を特定の限られた都市との「都市交流」に終わらせるのではなく，

ざした草の根レベルの「市民対市民」の交流，

ともいえる「地域内における国際交流」を推進するうえで重要な位置をしめている。

点において，上に述べた諸活動は「交流関連活動」というよりは，

あるともいえよう。

介する写真展・姉妹都市展，国際交流展等の展示会，国際

理解講座・講演会，国際交流セミナー・シンポジウム等の

イベントの開催，外国人が参加するキャンプやレクリエー

ションによる人的交流，少し変わったところでは，外国料

理の実習・紹介を目的とした料理教室，交流基金確保のた

めのチャリティーゴルフの開催等々がある

　このような諸活動は姉妹都市交流をPRし，幅広い市民

　　　　　　　　　　　　　　　この点で，上述の広報活

　　　　　　さらにこうした諸活動は，自治体の国際交流

　　　　　　　　　　　　　　　　広く世界との交流をめ

　　　　　　　そして何よりもすでに「国際化」している

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この

　　　　　　　　　　　　　　　　「交流活動」そのもので

㈲　交流活動の評価

今日，日米間の姉妹都市提携において多種多様な交流活動が展開されていることはすで
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に述べた通りであるが，それでは，こうした交流活動

を当事者である行政当局者はどのように評価している

のであろうか。交流活動について印象や感想を含めて，

いかなる評価をあたえているのかを尋ねてみた。表13

は，その記述回答を内容的に「肯定的評価」「否定的評

価」「どちらでもない」の3つに分類しまとめたもので

ある。この表から明らかなように，大半（記述回答の

7割）が，これまでおこなわれてきた交流活動に対し

て，肯定的な評価を下している。一方，否定的評価は

ごく少数（同1割）で，内容的にどちらとも判断しか

ねる回答もあまり多くみられない（同2割）。肯定的評

表13　交流活動の評価

評　価　内　容 回答数

肯定的評価

ﾛ定的評価

ﾇちらでもない

ｳ記入

56

W
1
7
7
3表14　肯定的評価の内容

脚

評　価　内　容 回答数

民間交流の進展 43

相互理解の促進 18

国際性を備えた人材の育成 13

国際的関心・意識の高揚 4

その他 18

価の内容についてみると（表14参照），「その他」を除けば「民間交流の進展」「相互理解

の促進」「国際性を備えた人材の育成」「国際的関心・意識の高揚」の4項目にしぼられて

いる。特に「民間交流の進展」が高く評価されており，姉妹都市交流が，行政当局のみな

らずある程度市民に開かれた形でおこなわれていることを示唆している。しかし，一方で

は「国際的関心・意識の高揚」を指摘する回答はごく少数である。つまり，現象的には民

間交流が進んではいるが，市民のあいだに国際的意識が高揚するまでには至っていないと

うけとめられている。あるいはまた，現在おこなわれている民間交流が必ずしも自治体に

おける国際的関心を高めるようには機能していないともうけとることができる。

　次に否定的評価の内容についてみると，ほぼ以下のように集約される。

　　○「友好親善活動が中心で個別の分野での活動にまで発展していない」

　　○「国際交流に関して一般的に理解が乏しい」

　　o「言葉が十分話せないので真の相互理解ができたかどうか疑問である」

　　○「交流活動が単発的かつ儀礼的で継続性・計画性に乏しい」

　このような否定的評価も加味して考えると，民間交流の進展を評価する声は強いが，そ

れに随伴する効果については充分に認識される程には至っていないというのが，日米間の

姉妹交流の現状のようである。

　ところで，表14の結果は姉妹提携を推進する自治体が何をもって交流活動を評価してい

るのか，つまり評価の基準を示しているとも考えることができる。姉妹都市提携を単に「国

際化」の波に乗り遅れないためのひとつの対応策としないためには，何のための姉妹都市

交流であり，国際化なのかを常に問い続ける必要があろう。表14や上述の否定的評価の内

容は，現在，姉妹交流に取り組んでいる自治体がその評価の基準としているものが「民間

交流」「相互理解」「国際的関心」等であることを示している。
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（4）問題点と今後の課題

表15　交流活動における問題点

　　ならびに今後の課題

問題点・課題

民間主導による交流

財政基盤

言葉の相違

地理的距離

経済交流の推進

文化・習慣等の相違

特になし

その他

回答数

1
4
6
8
7
5
8
7

4
3
1
　
　
　
　
　
1

　最後に，米国の提携都市との交流活動を推進するうえで

自治体が当面している問題や今後の課題についてふれてお

きたい。表15はその調査結果である。これによると，姉妹

提携を担当する行政当局者が考えている姉妹都市交流にお

ける最大の課題は「民間主導による交流」を実現すること

にある。都市（自治体）問の姉妹提携はほとんどの場合，

行政のイニシアチブによって始められる。特に，日本にお

いてはそうである。都市提携が行政間の提携以上の意味を

持つためには，自治体住民の交流が当然求められる。すなわち，「市民参加の交流をどのよ

うにおこなうかが課題」となるのである。しかしながら，現実には「特定の限られた人々

による交流」が多く，自治体によっては一部の市民から「姉妹都市交流は税金のムダ遣い」

であるとの批判がでる程で，「市民レベルの国際交流とは程遠い」のが実情のようである。

　このように，交流活動への幅広い市民の参画が要請されているのが現状であるが，しか

しながら行政が用意をした交流プログラムに市民が単に参加をするということにとどまる

ならぽ，それはいまだ「行政主導による交流」の域を出ないことになる。つまり，「民間主

導による交流」を実現するには，市民自らが交流のイニシアチブをとり，交流活動の主体

的な担い手として登場しなけれぽならない。これにより，住民のニーズに応じた交流が可

能となり，ひいては交流それ自体の幅を広げることにもなろう。こうした点から，姉妹都

市提携を支える自治体の体制の整備は言うに及ばず，住民のボランティア活動にむけての

体制づくり，人材の育成，そして行政と民間の協力体制の確立が最重要の課題であると考

えられる。

　姉妹都市提携を結んでいる自治体が当面しているいまひとつの大きな課題は交流事業を

展開するための財政基盤をどのように確立するかという問題である（表15参照）。「行政改

革」や円高不景気のなかで緊縮予算を余儀なくされている地方財政にあって，一般に「直

接経済に関連せず，効果が直ちに目にみえる形で現われにくい」といわれる交流事業に充

分な予算を確保することが困難であるのは，程度の差こそあれいずれの自治体でも同じで

あろう。本来，交流事業そのものが経費のかかる性質をもっているが，米国の都市との交

流という地理的へだたりのゆえ，経費がかさむことは否定できない。さらに，交流活動が

増加し，内容が多様になるにつれて事業費が増大することになる。財政上の理由により，

派遣人員の制限や交流回数の削減等を余儀なくされている自治体も少なくない。

　このように，財源不足により交流内容が制約され，交流プログラムに枠がはめられてし

まう現実に多くの自治体が苦慮しているのであるが，一方ではこうした状況を克服するた

めの種々の努力もなされている。そのひとつに，企業や各種団体・個人の寄付等，民間の
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資金を利用して財源の一部に充てる方法がある。自治体によっては，交流推進団体への加

入を広く市民に呼びかけ，会費を徴収することによって，資金づくりの一環としていると

ころも少なくない。こうした方法は財源の確立の一助となるぽかりか，市民に対して姉妹

都市交流への理解をうながす意味でのPRとなる。いずれにしても，交流事業の財源を確

立するために民間資金をいかに活用するかが国際交流に取りくむ自治体の重要な課題であ

る。この意味からして，いわゆる国際交流基金の設置は重要な意味をもつ。都道府県や政

令指定都市においてはすでにこうした基金を設置しているところも少なくない（1985年現

在で21を数える。『地方自治職員研修』総合特集シリーズ27，1988年，公務職員研修協会）

が，他の地方自治体においてもいずれはこうした基金の設置の検討がなされなけれぽなら

ないであろう。このような基金の設置は，行政予算の制約をうけず，住民のニーズをより

反映した継続的・定期的な安定した交流活動を展開しやすくするものと考えられる。

　交流活動にともなう他の問題や課題として，「言葉の相違」や「文化・慣習等の相違」が

指摘されている（表15参照）。「言葉がうまく通じないため，交流の実があがらない」問題

や，米国側が国際交流を民間主体のボランティア活動としてとらえているのに対して，日

本側では行政主体の傾向が強く，このギャップから様々な問題が生じている。たとえぽ，

「（米国側に）姉妹都市交流のための窓口が設けられていないため相互の十分な事前協議に

基づく交流事業の実施及び継続に困難」な面があったり，「交流事業は（日本側が）企画立

案して押し進めなくては事が前に進まない」等の問題がある。両者の「相違」から生ずる

このような諸問題に対しては，たとえぽ外国語のできる職員を登用したり，姉妹都市相互

の連絡体制をより整備するなどして「相違」を克服する努力がなされる必要があろう。し

かし，同時に両者の「相違」をただ単に交流に際して諸問題を生みだすマイナス要因とし

てとらえらえるのではなく，「相違」にふれ合い，それを認識し理解すること，そして「相

違」から相互に学ぶことに，姉妹都市交流をはじめ国際交流の意義があることも忘れては

ならない重要な視点である。この意味で，両腕の「相違」こそが国際交流を可能とする要

因であるといえるであろう。

ま　と　め

　最後に，姉妹都市提携に関する統計資料の分析ならびに調査結果を要約しておこう。

　（1）わが国の姉妹都市提携は特定の国・地域に集中した形で行われている。国別ではアメ

リカ・中国，地域別では北米・アジアの都市を相手とする提携が全体の過半数を占めてい

る。一方，東ヨーロッパ（ソ連を含む）・中近東・アフリカ諸国との提携はごく少数もしく

は皆無である。

　②年代別に提携状況をみると，各年代において異なった傾向がみられる。姉妹都市提携
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の草創期である1950年代はほぼアメリカー辺倒であり，提携件数も少ないが，1960年代に

入るとアメリカを中心としながらも，提携が他の地域へと拡大する傾向を示しはじめる。

1970年代では，1960年代の傾向がさらに顕著になり，提携国，件数ともに一段と拡大し，

「多様化」現象が現出する。そして，1980年代に至り，姉妹都市提携は一気に加速され，

地方における「国際化」時代の到来をほうふつさせる。しかし，1960年代，1970年代にみ

られた提携相手の多様化傾向はむしろ弱まり，特定の相手国（とくにアメリカ，中国）に

集中した形で提携が拡大している傾向を示している。

　（3）大半の自治体において，姉妹都市提携・交流の運営・推進体制は制度上，人事上とも

に充分には整備されているとはいいがたいのが実情である。提携・交流に関する広報活動

は主として自治体発行の広報紙や会報等の印刷物を通して行われている。ま1た，展示や視

聴覚器を利用して，市民に情報を提供している自治体もある。その反面，とくに目立った

広報活動を行っていない自治体もかなりみうけられる。

　（4＞姉妹都市提携・交流を推進する行政等号とは別に，多種多様な民間の国際交流団体が

多くの地域に存在している。今後，都市提携・交流のみならず自治体の国際交流を進展さ

せる上において，こうした民間団体との協力態勢の確立，整備が必要となるであろう。

　（5）姉妹都市提携を媒介とする交流活動はフォーマルな性格をもつ「公式訪問」と児童・

生徒や学校関係者を対象とする「教育交流」によってそのほとんどの部分が占められてい

る。教育交流の主な内容は「児童・生徒の派遣」「教師の派遣」「留学生の派遣」「スポーツ

交流」等である。この他，最近では姉妹都市提携を軸とした学校間の交流も盛んになって

きている。こうした教育交流を近い将来計画している自治体も多く，姉妹都市提携におい

てみられる教育交流は，今後さらに拡大することが予想される。

　（6）姉妹都市交流活動に対して，行政担当者の大半は肯定的な評価を下している。具体的

には「民間交流の進展」「相互理解の促進」「国際性を備えた人材の育成」「国際的関心・意

識の高揚」といった点を評価しており，とくに「民間交流の進展」が高く評価されている。

その一方で，「国際的関心・意識の高揚」を指摘する者は少なく，現象的には民間交流が進

んではいるが，住民のあいだに国際的意織が高まるまでには至っていないという側面のあ

ることを示唆している。

　（7）姉妹都市提携・交流を推進するうえで行政担当者が指摘する最大の課題は「行政主導

による交流」から「民間主導による交流」への転換，ならびに「財政基盤の確立」である。

次いで，言葉や慣習などの「文化の相違」をいかに克服して交流の実をあげていくかが，

今後の重要な課題として指摘されている。

212



太　田　晴　雄

注

1）　アルジャー，C．　F．，「地域の国際化」　　『地方自治職員研修臨時増刊号Na27．地域・自治体の

　　国際化の可能性』　公務職員研修協会　1988年2月，41ページ。
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3）鈴木佑司　　「『くに』からの解放と自治体外交」　長州一二・坂本義和編著　　『自治体の国際

　　交流』学陽書房，1983年，参照。

4）　自治体における国際化への具体的な取り組みについて，詳しくは以下を参照のこと。菅井憲郎

　　「自治体における国際化施策の現状」　『地方自治職員研修臨時増刊号Nα27．地域自治体の国

　　際化の可能性』　公務職員研修協会1988年2月。

5）本稿における姉妹都市提携に関する統計については，次の資料を参照した。国際親善都市連盟

　　『日本の国際姉妹都市一覧1988』1988年。

6）　この調査は，「日米間の教育交流に関する調査研究」（1986－88年度文部省科学研究費補助金

　　特定研究1　研究代表者　小林哲也京都大学教授）の一部として，海外の都市と姉妹提携を結

　　んでいる全国437の都道府県・市町村を対象に，1986年2月に実施された。有効回収数317，

　　回収率72，5％。　自治体別の回答状況は次の通りである。都道府県25，市191，特別区7，

　　町90，村4。提携総件数461。
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